[bookmark: _ahmexyg3e5i]オンライン会議録画同意書

オンライン会議録画同意書（以下「本同意書」という。）は、オンライン会議に参加する者（以下「参加者」という。）が、主催者（以下「主催者」という。）によるオンライン会議の録画、録音及びその利用について同意するための条件を定めるものとする。

[bookmark: _5e11co4sqawq]第1条（目的）
本同意書は、オンライン会議の内容を記録し、議事確認、業務改善、教育、情報共有その他主催者が定める利用目的のために録画及び録音を行うことについて、参加者の同意を得ることを目的とする。

[bookmark: _pxx15em4q4gd]第2条（録画等の対象）
1. 主催者は、オンライン会議において映像、音声、画面共有資料、チャット内容その他会議に関連する情報を録画又は録音することができる。
2. 参加者は、自己の映像、音声、氏名、所属、発言内容その他オンライン会議への参加に伴い表示又は記録される情報が録画等の対象となることを了承する。
3. 
[bookmark: _76nh8m3fngmi]第3条（利用目的）
主催者は、録画及び録音データを次の目的の範囲内で利用するものとする。
(1) 会議内容の確認及び議事録の作成
(2) 社内又は関係者間での情報共有
(3) 教育、研修及び業務品質向上
(4) トラブル発生時の事実確認
(5) 法令遵守又は内部統制への対応
(6) その他、参加者が事前に同意した目的

[bookmark: _inv6vnbowdo5]第4条（第三者への提供）
1. 主催者は、法令に基づく場合その他正当な理由がある場合を除き、録画データを第三者へ提供しないものとする。
2. 業務委託先へ録画データを提供する必要がある場合には、主催者は適切な秘密保持措置を講じるものとする。
3. 
[bookmark: _kzl9a37x6yc2]第5条（公開及び配信）
1. 録画データを社外へ公開、配信又は広告等へ利用する場合には、主催者は別途参加者の同意を取得するものとする。
2. 前項の規定は、法令に基づく開示又は裁判所その他公的機関からの要請による開示には適用しない。
3. 
[bookmark: _knqtnta4fuy]第6条（録画データの管理）
1. 主催者は、録画データを適切に管理し、不正アクセス、漏えい、滅失及び毀損の防止に努めるものとする。
2. 録画データへのアクセスは、業務上必要な者に限定するものとする。
3. 
[bookmark: _he04hild3gey]第7条（保存期間）
1. 主催者は、録画データを利用目的の達成に必要な期間保存するものとする。
2. 保存期間満了後又は利用目的が終了した場合には、法令上保存義務がある場合を除き、適切な方法により削除又は廃棄するものとする。
3. 
[bookmark: _c0r7dxmopyn7]第8条（個人情報の取扱い）
録画データに個人情報が含まれる場合には、主催者は個人情報保護法その他関係法令を遵守し、適切に取り扱うものとする。

[bookmark: _w2csw51sgkft]第9条（参加者の遵守事項）
参加者は、主催者の事前承諾なく、オンライン会議を録画、録音、撮影、複製、配信又は第三者へ提供してはならない。

[bookmark: _cgryr53p14k4]第10条（権利帰属）
録画データ及び当該録画データに関する編集物、管理データその他成果物に関する権利は、法令又は第三者の権利を侵害しない範囲において主催者に帰属するものとする。ただし、参加者が従前から保有する知的財産権はこの限りではない。

[bookmark: _pq0fb7d909ej]第11条（同意の撤回）
1. 参加者は、法令により認められる範囲において、録画利用に関する同意の撤回を申し出ることができる。
2. 前項の場合であっても、撤回前に適法に利用された録画データについては影響を及ぼさないものとする。
3. 
[bookmark: _ehbit33njosp]第12条（免責）
主催者は、通信障害、システム障害その他自己の責めに帰すことのできない事由により録画データの全部又は一部が保存されなかった場合であっても、故意又は重大な過失がある場合を除き、その責任を負わないものとする。

[bookmark: _d8nmzqtff7k9]第13条（損害賠償）
参加者が本同意書に違反し、主催者又は第三者に損害を与えた場合には、その参加者は当該損害を賠償する責任を負うものとする。

[bookmark: _ru6dmocv3qhy]第14条（協議事項）
本同意書に定めのない事項又は本同意書の解釈について疑義が生じた場合には、主催者及び参加者は誠意をもって協議し、解決するものとする。

[bookmark: _8laoegsd70gf]第15条（準拠法及び合意管轄）
1. 本同意書は日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとする。
2. 本同意書に関して紛争が生じた場合には、主催者の本店所在地を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

[bookmark: _x5z5sijvomvd]同意欄
私は、本同意書の内容を確認し、その内容を理解した上で、オンライン会議の録画及び録音並びにその利用について同意します。





同意日：　　　年　　月　　日

参加者氏名：________________________

会社名・所属：______________________

署名：______________________________

